
平成３１年度 各課（室）別主要事業の概要

１ 教育政策課

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

国の統計調査及び本県教育の振興を図るための県単独の調査を１ 教育調査統計の実施 925

実施する。

・国の統計調査

・「学校基本調査」に係る審査・集計

・地方教育費調査

・学校教員統計調査

・県単独の調査

・中学校等卒業者の進路状況調査

・高等学校等卒業者の進路状況調査

・中学校等卒業予定者の進路志望状況調査

新たな教育課題への迅速かつ的確な対応を図るため、教育施策２ 教育施策の企画調整 956

の企画調整等を行う。

・政策企画調整（教育施策立案のため、教育現場の現状と課題

を把握し、新たな教育課題等を検討する。）

・教育施策の概要の作成

・市町村教育委員会教育長会議、県立学校長会議等の開催

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条に基づき、３ 教育委員会の事務の 114

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点点検・評価の実施

検・評価を行い、報告書を作成する。

教育施策等について正しい理解と協力が得られるよう、効果的４ 広報・広聴活動の推 6,358

な広報・広聴活動を行う。進

・教育広報あおもりけん（年５回発行）

・青森県の教育（年１回発行）

・グラフでみる青森県の教育（年１回発行）

・あおもり教育フォーラム（年１回開催）

教育行政における情報処理と事務処理の合理化・効率化を推進５ 教育行政情報システ 49,769

する。ムの推進

・教育行政情報システムの開発・運用・保守

・情報システムの運用・保守

・全庁ＬＡＮ運用



２ 職員福利課

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

教職員のがんの早期発見と早期治療に役立てるため、がん検診１ 教職員の健康管理の 10,667

を実施する。充実

・乳がん検診 30歳以上の女性教職員 1,400人

・子宮がん検診 女性教職員 1,800人

・大腸がん検診 30歳以上の教職員 250人



３ 学校教育課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 授業の充実 38,970

小・中学校において新学習指導要領に対応した授業改善を図る( )1 学びの質を高める 7,158

ため、教員の授業づくりの基本となる「授業スタンダード」を策授業改善プロジェク

定し、定着に向けたフォーラムを開催するとともに、学校図書館ト事業【新規重点】

の活用を推進する。

高等学校において地域課題解決に向かう資質・能力の育成を推( )2 未来社会を切り拓 9,110

進するため、研究指定校による実践研究や研究成果発表会を実施く高校生の資質・能

する。力育成事業

【新規重点】

本県の児童生徒の学力向上に資するよう学習指導の改善を図( )3 学習状況調査 4,235

り、学力の維持向上に取り組むため、県内公立小・中学校の児童

生徒を対象に学習状況調査を実施する。

・調査対象学年 小学校５学年全員

中学校２学年全員

・実施教科等 小学校 国語・社会・算数・理科

中学校 国語・社会・数学・理科・英語

小・中・高等学校における英語担当教員の指導力向上を図るた( )4 青森県英語教育連 8,012

め、先進的な授業実践の公開や小・中学校で英語４技能（読む、携推進事業

聞く、書く、話す）テスト等を実施するとともに、小学校英語教【新規重点】

育に係るメンター（中核となる人財）を育成する。

科学技術や理科・数学に関する教育を重点的に行い、高等学校( )5 スーパーサイエン 1,978

におけるカリキュラム開発等を行うスーパーサイエンスハイスクスハイスクール支援

ール指定校について、資料整理や報告原稿の入力作業等の事務負事業

担軽減のため、事務支援員を配置する。

児童生徒がエネルギーに関する理解を深め、自ら判断する力を( )6 エネルギーに関す 3,731

身に付けることをねらいとした体験的な学習を推進するための市る教育支援事業費補

町村及び県立学校が行う教育活動等に要する経費に対し助成す助

る。

学校図書館の現状認識と活用推進を図るため、学校図書館関係( )7 学校図書館シンポ 243

職員、教育行政職員及び公共図書館職員など、関係者が一堂に会ジウム開催事業

したシンポジウムを開催する。



学校教育課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

勤労青少年の高等学校定時制課程又は通信制課程への就学を促( )8 高等学校定時制・ 2,520

進し、教育の機会均等を保障することを目的として、同課程に在通信制教科書学習書

学する有職生徒の教材費負担軽減措置として、教科書及び学習書給与事業

を給与する。

東日本大震災による被災を起因とした経済的理由により就学困( )9 被災児童生徒就学 1,983

難な幼児、児童又は生徒に対する就学支援等の事業を行う市町村支援等事業

等に対し、必要な経費を補助する。

２ 道徳教育の充実 1,842

小・中学校の道徳教育の充実を図るため、研究協議を行う。( )1 道徳教育研究協議 216

会

学習指導要領に基づいた道徳教育の質の向上と充実を図るた( )2 道徳教育地域支援 1,626

め、学校・地域の実情に応じて道徳教育に関する多様な取組を実事業

施し、成果を普及する。

３ 特別活動の充実 21,266

児童生徒の向上心や積極的に学ぶ意欲を育むため、児童生徒が( )1 ドリカム人づくり 9,898

主体となり企画・活動を行う特色ある学校づくり事業を実施す推進事業

る。

・対象校 県立学校１８校程度

高校生の絆やつながりを大切にする意識と、自ら考え主体的に( )2 高校生による震災 5,103

行動する意識の涵養を図るため、高校生による震災復興支援や被復興支援ボランティ

災者との交流活動を行う。ア事業 【新規】

中学校における文化活動を支援するため、県中学校総合文化祭( )3 青森県中学校文化 1,800

の開催経費に対し助成する。連盟支援事業

高等学校における文化活動を支援するため、県高等学校文化連( )4 青森県高等学校文 841

盟が行う、全国・東北大会への生徒派遣費の一部を補助する。化連盟支援事業

高等学校における文化活動を支援するため、県高等学校総合文( )5 県高等学校総合文 2,988

化祭の開催経費の一部を補助する。化祭



学校教育課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

高等学校と中学校の生徒が、科学に関する知識・技術等を競い( )6 科学の甲子園関係 636

合う「科学の甲子園」及び「科学の甲子園ジュニア」の全国大会事業費

への本県代表校を選抜するため、青森県大会をそれぞれ開催す

る。

４ 生徒指導の充実 167,014

児童生徒のいじめ、不登校や子どもの貧困問題等の諸課題への( )1 学校の教育相談体 135,983

対応に係る学校の教育相談体制を支援し解決を図るため、小・中制充実を支援する外

・高等学校等へ心理分野に関して高度な専門的知識・経験を有す部専門家活用事業

るスクールカウンセラー及び教育・福祉分野に関して専門的知識

・経験を有するスクールソーシャルワーカーを配置・派遣する。

・スクールカウンセラー 全小・中学校及び高等学校７校

・スクールソーシャルワーカー 全小・中学校及び高等学校６校

いじめ・不登校などの様々な課題を抱える児童生徒・保護者を( )2 ２４時間いじめ等 9,231

支援するため、夜間・休日を含む２４時間対応可能な相談体制を電話相談事業

整備するとともに、生徒指導担当者による会議を開催する。

児童生徒の主体的ないじめ防止活動の促進と学校の組織的な対( )3 みんなで考えるい 3,432

応の強化を図るため、推進校における児童生徒自らのいじめ防止じめ防止対策推進事

実践活動について研究協議を行うとともに、いじめの早期発見・業 【継続重点】

未然防止に向けた教職員の研修を行う。

いじめ、不登校等の早期発見、早期対応を図るため、不登校の( )4 安心できる学校づ 5,395

現状等についての連絡協議会を開催し、研究指定校において不登くり推進事業

校等の未然防止に向けた調査研修を実施するとともに、県立学校

における危機的事態発生時に派遣する「こころの緊急支援活動チ

ーム」を設置する。

青少年のインターネット利用におけるモラルやリテラシーの向( )5 青少年の安全・安 1,978

上を図るため、児童生徒や保護者等に対して学校や家庭で活用す心なネット利用環境

る指導啓発用リーフレットを作成する。づくり推進事業

（知事部局、教育委員会、警察本部による連携事業）（教育委員会分）

【新規重点】

関係機関等と連携してＳＮＳなどインターネット上のいじめに( )6 ソーシャルメディ 2,015

関する事案を早期発見するため、ソーシャルメディア等監視員をア等監視員配置事業

配置する。



学校教育課（その４）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

いじめ防止等のための対策を実効的に行うため、県立学校に外( )7 いじめ防止対策事 776

部専門家や学校関係者による組織を設置する。業

いじめ防止等のための対策を審議するとともに、重大事態に関( )8 青森県いじめ防止 147

する調査を行うため、専門的知識及び経験を有する委員による審対策審議会費

議会を開催する。

小・中学校における指導の充実や児童生徒の問題行動の防止等( )9 小・中学校指導関 1,124

に向けた協力体制の強化を図るため、関係者による情報交換・研係経費

究協議を行う。

高等学校における指導の充実を図るため、関係者による情報交(10) 高等学校指導関係 1,469

換・研究協議を行うとともに、指導主事等による学校訪問等を行経費

う。

いじめや暴力行為、不登校等に適切に対応するため、各地域が(11) 魅力ある学校づく 945

抱える生徒指導上の諸問題に係る調査研究及びその成果を踏まえり調査研究事業

た実践的な取組を行う。

不登校児童生徒の自立心を育み学校へ復帰できるよう適応指導(12) 適応指導 3,768

を行う。（総合学校教育センター）

・対象 小・中・県立学校児童生徒

いじめ、不登校、暴力行為等の問題行動等についての理解、指(13) いじめ・不登校対 624

導・援助の仕方について、また、通常の学級及び特別支援学級等策、支援教育研修講

における特別支援教育指導法の研修を行い、学級経営の指導向上座

を図る。（総合学校教育センター）

・対象 小・中・県立学校教員

児童生徒理解の客観的方法としての心理検査の理論、技法等に(14) 児童生徒理解アセ 127

ついて研修を行い、学校における教育相談活動を効果的に実践すスメント研修講座

る指導力の向上を図る。（総合学校教育センター）

・対象 小・中・県立学校教員



学校教育課（その５）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

５ キャリア教育の推進 82,379

医学部医学科への入学者の増加を図るため、県内３つの拠点校( )1 医師を志す高校生 22,179

が中心となり、医学科進学を目指す高校生の実力養成と教員の指支援事業

導力向上等を図るための学習プログラム等を実施する。

・対象 高校１・２・３年生

大学進学率の更なる向上を目指し、高校生の学力向上と教員の( )2 進学力を高める高 6,377

指導力向上等を図るため、各学校における特色ある取組を実施す校支援事業

る。

生徒の就職促進に向けた体制整備に資する取組を実施する。( )3 県立学校就職促進 1,217

・高等学校就職促進連絡会議の開催関連事業

経済団体、保護者、行政及び教育関係者が一堂に会し、高

校生の就職問題について共通理解を図るとともに、求人確保

の方策等について協議を行う。

・特別支援学校職場実習の促進

特別支援学校職場実習における事業所等との事前打ち合わ

せや巡回指導等を行う。

商業高校等卒業生の県内定着を図るため、商業高校等と関係機( )4 地域の産業とビジ 5,471

関のネットワークを構築するとともに、地域企業と連携した地域ネスを支える人づく

課題解決学習を通じた能力向上と高度資格取得の推進により地域り事業【継続重点】

産業とビジネスを支える人財育成を行う。

高校生の就職支援を強力に推進するため、生徒の就職に有利と( )5 高校生の就職総合 32,842

なる資格取得に向けた研修等を実施するとともに、生徒の職業・支援プロジェクト事

企業理解を図るための企業訪問を実施する。業

高校生の職業観・勤労観の育成と卒業後の県内定着を図るた( )6 地域と連携したキ 5,593

め、生徒のキャリア教育の活動を記録する教材と指導事例集の内ャリア教育推進事業

容を検討するとともに、高校と県内企業の理解促進のための講演【新規重点】

会、企業訪問や交流会等を実施する。

本県の観光農業の活性化及び農業の省力化を図るため、県立三( )7 三農発「観光・ス 5,830

本木農業高校において、高校生による観光農業のＰＲや教育旅行マート農業」推進プ

団体受入モデルの開発・実践を行うとともに、スマート農業に資ロジェクト事業

するシステムの構築や普及を行う。【新規重点】



学校教育課（その６）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

高校生が社会人・職業人として自立していくための仕事力を養( )8 仕事力養成推進事 2,870

成するため、体験活動（インターンシップ等）と演習（ビジネス業

マナー等）を組み立てた就職指導プログラムを高校３年間を通し

て系統的に実施する。

６ 特別支援教育の充実 386,375

特別支援学校高等部生徒の社会的・職業的自立を促進するた( )1 特別支援学校技能 3,938

め、青森県版「特別支援学校技能検定」の充実を図るとともに、検定事業

「青森県特別支援学校技能検定・発表会」を実施する。

特別支援学校高等部卒業生等の企業就労に向けた職業スキル等( )2 特別支援学校生徒 50,470

を育成するため、県内３地区に「県教育庁障害者就労促進センタの夢や志を支援する

ー」を設置し、任期付雇用による就労機会の提供や育成プログラ就労促進事業

ムの開発等を行うとともに、障害者雇用の理解啓発を図る。

発達障害などの特別な教育的ニーズを有する高校生の学びを支( )3 高等学校における 5,194

援するため、アドバイザーの派遣等により高等学校における校内特別支援教育体制強

支援体制の構築を図るとともに、教職員を対象とした特別支援教化事業【継続重点】

育に関する研修会を行う。

特別支援学校に在籍する幼児、児童及び生徒の自立と社会参加( )4 特別支援学校にお 315

に向け、家庭や地域社会の教育力を活用した教育活動を展開してけるコミュニティ・

いくため、３校においてコミュニティ・スクールを導入し、実践スクール導入モデル

研究を行う。事業

障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶ共生社会の実( )5 外部専門家を活用 3,661

現のため、スポーツ等をとおした交流及び共同学習等を実施すした交流及び共同学

る。習推進事業

特別支援学校児童生徒が、学校教育段階から生涯を通じてスポ( )6 特別支援学校にお 9,886

ーツに親しむ態度を育成するため、特別支援学校におけるスポーける障害者スポーツ

ツの推進に向けた関係者による連絡協議会の設置、他の特別支援推進事業【新規】

学校や地域のスポーツ団体等と連携した活動等を行う。



学校教育課（その７）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

7 特別支援学校就学 305,761( )

奨励事業

障害児の就学を円滑に推進するため、各教育事務所管内ごとに① 特別支援教育推 878

保護者等を対象とする就学相談を行うとともに、県教育支援委員進事業

会及び就学事務研究協議会を開催する。

特別支援学校に在籍し、障害のため通学して教育を受けること② 訪問教育指導事 1,365

が困難な児童生徒に対して、教員を派遣して教育を行う。業

特別支援学校の幼児、児童及び生徒に対し、就学に必要な学用③ 特別支援学校就 303,518

品費等を助成し、特別支援教育の普及奨励を図る。学奨励費

特別支援学校における指導の充実を図るため、関係者による情( )8 特別支援教育指導 1,061

報交換・研究協議を行うとともに、指導主事等による学校訪問等関係経費

を行う。

特別支援教育に係る教育相談を行うとともに、情報の普及・啓( )9 特別支援教育相談 6,089

発を図る。（総合学校教育センター）事業

７ 国際化に対応する教 165,732

育の推進

新学習指導要領における高等学校英語教育の高度化等への対応( )1 青森県の将来を担 19,185

と国際社会で活躍できる実践力を持った人財の育成を図るため、うグローバル人財育

県内高校生の英語４技能（読む、聞く、書く、話す）データに基成事業【継続重点】

づく英語力向上のための指導・評価モデルを作成するとともに、

高校生１００人を対象とした海外研修や台湾の高校との相互交流

に向けた高等学校長による視察等を実施する。

生徒の語学力の向上を図るとともに、併せて外国語担当教員の( )2 外国語指導助手設 139,739

指導力の向上を図るため、語学指導等を行う外国青年を招致す置事業

る。

・招致人員 ２９人

・配 置 先 県立高校、学校教育課、総合学校教育センター



学校教育課（その８）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

国際的視野に立って活躍できる人財を育成するために、本県と( )3 済州国際青少年フ 971

姉妹提携協定を締結した大韓民国済州特別自治道で開催されるォーラム派遣事業

「済州国際青少年フォーラム」に高校生・教員を派遣し、相互理

解及び交流を促進する。

高等学校学習指導要領「外国語」を着実に実施するため、英語( )4 英語力を強化する 1,689

教員の指導力改善を図るとともに、生徒の英語使用機会の大幅な指導改善事業

拡大や英語学習に対するモチベーションの向上を図る等の取組を

支援する。

本県の高校生等の異文化理解を深め、諸外国との相互理解等の( )5 高校生国際交流推 4,148

推進を図るため、留学の促進と留学機運の醸成に取り組む。進事業

８ 情報化に対応する教 25,572

育の推進

小・中学校におけるＩＣＴ機器の整備促進や小学校プログラミ( )1 ＩＣＴ 17,441教育推進事

ング教育の普及啓発を図るため、ＩＣＴ教育推進リーダーを育成業【新規重点】

するとともに、小学校プログラミング教育の指導内容等に関する

研修会等を実施する。

県立学校の情報システムの運用管理者を対象に、校内ネットワ( )2 県立学校システム 393

ーク運用に係るガイドラインの趣旨徹底を図るとともに、各種の管理者連絡協議会

情報交換を行うための連絡協議会を開催する。

児童生徒及び教職員に対して教育素材、学習素材等教育情報を( )3 教育情報提供事業 7,738

インターネットにより提供し、学校教育における情報化の推進に

資する。（総合学校教育センター）

９ 研修の充実 45,007

新任教員に対して、実践的指導力と使命感を養うとともに、幅( )1 初任者研修（小・ 22,979

広い知見を得させるために、職務の遂行に必要な事項に関する実中学校、県立学校）

践的な研修を実施する。

・対象教員 小１００人 中５０人 高７０人 特２５人

計２４５人

・研修内容 ①勤務校における実地研修

②総合学校教育センター等における校外研修

③県内社会教育施設等を利用して行う宿泊研修



学校教育課（その９）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

教員の指導力等のより一層の向上を図るため、職務の遂行に必( )2 教職員研修関係経 2,438

要な事項に関する実践的な研修を実施する。費

・臨時講師研修会

・初任者フォローアップ研修

・中堅教諭等資質向上研修

・特別支援教育新任担当教員研修

・特別支援学校における医療的ケア担当教員研修

幼稚園の新任教員に対して、基礎的素養と実践的指導力を養う( )3 幼稚園新規採用教 565

とともに、幅広い知見を得させるために、職務の遂行に必要な事員研修

項に関する実践的な研修を実施する。

小学校、中学校及び特別支援学校教育課程の実施上の諸問題を( )4 教育課程研究集会 1,744

それぞれ研究協議し、教員の指導力向上を図る。（小・中学校、特別

支援学校）

「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、( )5 教員等資質向上推 255

県教育委員会が策定する校長及び教員の資質向上に関する指標等進協議会

について協議するため、青森県教員等資質向上推進協議会を開催

する。

小・中学校学習指導要領の改訂に伴う新教育課程の円滑な実施( )6 小・中学校新教育 2,844

を図るため、中央説明会を受講した教員等を講師とした県内説明課程説明会（県内説

会等を実施する。明会）

高等学校学習指導要領の改訂に伴う新教育課程の円滑な実施を( )7 高等学校新教育課 793

図るため、中央説明会を受講した教員等を講師とした県内説明会程説明会（県内説明

等を実施するとともに、教育課程編成のための資料を作成・配布会）

する。

特別支援学校学習指導要領の改訂に伴う新教育課程の円滑な実( )8 特別支援教育新教 373

施を図るため、中央説明会を受講した教員等を講師とした県内説育課程説明会（県内

明会等を実施するとともに、教育課程編成のための資料を作成・説明会）

配布する。

特別支援教育担当教員を、独立行政法人国立特別支援教育総合( )9 特別支援教育専門 1,528

研究所に派遣し、専門的知識を習得させるとともに、指導力の向研修

上を図る。

・２か月研修 ６人



学校教育課（その１０）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

各学校種別及び教科別等の研修を合計１１５講座実施し、教員(10) 研修講座 11,488

の資質向上を図る。（総合学校教育センター）

・職務研修講座 ２０講座 1,025千円

・事務職員研修講座 ３講座 50千円

・小学校研修講座 １８講座 3,722千円

・中学校研修講座 １８講座 1,286千円

・高等学校研修講座 ２０講座 1,848千円

・産業教育研修講座 １９講座 1,679千円

・特別支援教育研修講座 ９講座 918千円

・教育相談研修講座 ８講座 960千円



４ 教職員課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

小学校の１～４年生について、学年２学級以上で３３人学級編１ あおもりっ子育みプ 664,890

制を実施し、学年１学級は、学級を分割せず非常勤講師を配置すラン２１

る。

中学校の１年生について、学年２学級以上で３３人学級編制を

実施する。

小学校の複式学級について、１年生又は２年生を含む人数の多

い学級に非常勤講師を配置する。

学力向上を図るための教科指導の充実や教育課題に対応し、教２ 外部人材活用による 36,047

員が子ども一人一人に向き合う環境づくりを行うため、中学校に教科指導等充実事業

非常勤講師を配置する。

・配置校 中学校２３校(４学級以下の中学校を有する市町村)

教職員の業務負担軽減策を検討するため、教職員の事務的補助３ 外部人材活用による 8,301

を行うスクールサポートスタッフを配置し、運営体制・効果の検スクールサポートスタ

証を行う。ッフ配置事業

・配置校 小・中学校計６校

学校図書館の運営の改善及び機能向上により、授業等での積極４ 学校図書館活動支援 6,645

的な活用を促進するため、県立高等学校に学校図書館サポーター事業

を配置する。

・配置人数 県立高校６名

県立高等学校において、教諭等と連携しながら特別な支援を要５ スクールライフサポ 3,995

する生徒に対する授業補助や学校生活支援、社会性向上支援等をーター配置事業

行うスクールライフサポーターを配置する。

・配置校 県立高校３校

県立学校において、家庭や地域と連携しながら特色ある教育活６ 学校評議員配置事業 3,136

動を展開できるよう、学校長が学校運営に関する意見聴取等を行

うため、保護者や地域住民等の代表者で構成される学校評議員を

配置する。

・配置人数 １校当たり５名

・会議開催 １年につき３回程度



教職員課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

働きながら高等学校の定時制課程及び通信制課程に在学する者７ 高等学校定時制課程 6,012

に対し修学奨励金を貸与し、修学条件の改善を図る。及び通信制課程修学奨

・対象者 高校定通課程在学者励金貸与事業

経常的所得を得る職業についている者

一定の所得以下の者

・貸与額 全学年 月額14,000円＋交通費相当額（月額4,000

円を上限）

公益財団法人青森県育英奨学会が実施する高校奨学金貸与事業８ 高校奨学金貸与事業 16,756

に要する経費を補助する。



５ 学校施設課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 県立学校施設の整備 4,469,270

(内当初予算分

4,028,941)

(内２月補正分

440,329)

学校施設の老朽化の解消等による安全・安心の確保への対応( )1 県立学校施設の老 3,722,798

として、校舎等改築、長寿命化対策及び大規模改修事業等を行朽化の解消等による (内当初予算分

う。安全・安心の確保 3,282,469)

(内２月補正分

・校舎等建築 365,089千円440,329)

（新規）八戸工業高校［校舎等改築］

・県立学校長寿命化・重点改良事業費 1,526,920千円

（継続）八戸水産高校・野辺地高校・三本木農業高校

弘前実業高校・盲学校［校舎等改修］

（新規）八戸東高校・五所川原高校・黒石高校［校舎等改修］

大湊高校［体育館改修］

・県立学校大規模改修費 1,339,128千円

（継続）県立高校１０校・特別支援学校１１校

・県立学校施設環境整備事業費 （２月補正分 440,329千円）

（新規）特別支援学校１６校

・ボイラー煙突アスベスト対策費 51,332千円

（継続）教育機関等５公所

特別支援学校の教室不足への対応として、改修事業を行う。( )2 県立特別支援学校 206,091

の教室不足の解消等

・県立学校校舎等改修費 206,091千円

（継続）弘前第一養護学校［校舎転用改修］

弘前第一養護学校高等部

［旧岩木高校校舎等利活用改修］

専門高校の良好な教育環境を整備するため、実習施設の改築事( )3 県立高等学校にお 540,381

業等を行う。ける教育環境の充実

・県立学校校舎等建築費 458,027千円

（継続）五所川原農林高校［食品製造実習棟改築］

（新規）三本木農業高校［食品製造実習棟改築設計］

・県立学校校舎等改修費 82,354千円

（新規）黒石高校・五所川原工業高校［校舎転用改修］



学校施設課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

県立学校の実習設備や教育用コンピュータ等の整備を行う。２ 県立学校設備の整備 430,454

・産業教育設備整備費 304,323千円

（継続）一般設備

（継続）特別装置

（継続）リニューアル事業

（継続）情報処理教育設備

・教育用コンピュータ整備費 90,394千円

（継続）県立高校３４校・特別支援学校２０校

・理科教育等設備整備費 9,123千円

・教材・設備整備費 26,614千円

家庭の教育費負担を軽減するため、県立高校等の一定の所得未３ 県立高等学校等就学 2,551,713

満の世帯の生徒に対し、授業料に充てるための支援金を支給す支援金事業

る。

・交付対象 道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額

の合算額が507,000円未満の世帯

・交付単価

全日制 月額 9,900円

定時制 月額 2,700円

通信制 １単位 310円

低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減するため、県立高４ 奨学のための給付金 507,654

校等の生徒の保護者等に対し、奨学のための給付金を給付する。事業

・給付対象 年収250万円未満程度の世帯

・給付額

生活保護受給世帯 32,300円（通信制32,300円）

第１子の高校生等がいる世帯 82,700円

（通信制36,500円）

15歳以上23歳未満の扶養されている兄弟姉妹がいる世帯で

第２子以降の高校生等がいる世帯 129,700円

（通信制36,500円）



６ 生涯学習課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 学校・家庭・地域の 300,447

協働による未来を担う

人財の育成

地域への愛着と誇りを持って地域活動に参加し、地域の魅力を( )1 「地域のお宝」を 3,414

発信できる高校生を育成するため、小・中学生やシニア世代等と学び地域活動を担う

との協働による体験活動等を行うとともに、地域資源を活用した高校生育成事業

取組の実践及び成果発表会を実施する。【継続重点】

学校におけるキャリア教育のより効果的な実施に向け、地元企( )2 社会教育を核とす 1,349

業等と学校のネットワーク会議や模擬授業等を行う。る地域ネットワーク

活用促進事業（キャ

リア教育の推進）

青少年教育施設における実践的・体験的な活動を通して、青少( )3 少年自然の家運営 199,956

年の自主性、社会性を涵養し、自己の形成を図る。管理事業

（梵珠少年自然の家・種差少年自然の家）

「青森県子ども読書活動推進計画（第三次）」に基づき、読書( )4 子どもの読書活動 2,296

に親しみ自主的に読書活動をする子どもたちを育成するため、子推進事業

どもが読書に親しむ機会の充実、環境の整備・充実、理解と関心

の普及・啓発を進める取組を展開する。

また、「青森県子ども読書活動推進計画（第四次）」の策定に

向けた検討委員会を開催する。

いじめ問題への理解と認識を深めるため、いじめ防止を内容と( )5 いじめ防止キャン 7,517

した標語を募集し、その優秀作品を主題としたテレビＣＭを通じペーン推進事業

て視聴者へ語りかけることにより、広く県民のいじめ防止に向け

た意識の啓発を行う。

障害のある児童生徒の保護者等が、子どもの健やかな成長のた( )6 特別支援学校にお 684

めに、障害児の心理や行動について理解を深めたり、家庭教育上ける家庭教育支援事

の課題や卒業後の就労等について必要な知識を習得するととも業

に、同じ悩みを持つ保護者同士並びに地域住民と交流を深める機

会とする。



生涯学習課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

地域学校協働活動の促進及び地域での家庭教育支援の充実を図( )7 子どもたちの成長 5,374

るため、地域学校協働活動推進に係る教職員研修、地域学校協働を支える「地域のチ

活動推進員等の養成等、学校と家庭教育支援団体等との連携・協カラ結集」推進事業

働の促進に係るモデル地域における実践活動、ハンドブックの作【継続重点】

成等を行う。

地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域を創生す( )8 学校・家庭・地域 70,186

る地域学校協働活動を推進するため、より多くの地域住民等の参連携協働推進事業

画による多様な活動を継続的・安定的に実施する体制づくりを支

援する。

・地域学校協働活動推進事業 2,054千円

・放課後子ども教室推進事業費補助 60,525千円

・地域学校協働活動推進事業費補助 7,607千円

保護者が安心して家庭教育を行うため、地域全体で家庭教育を( )9 あおもり家庭教育 2,791

支援していく気運を高めるフェスタの開催や、保護者の学びの機支援総合事業

会の充実に向けた家庭教育アドバイザーの派遣及びネットワーク

の形成に向けた研修会を実施する。

中学生・高校生のやる気を引き出し、自らの夢に向かって主体(10) 大学生とカタル！ 1,016

的に行動できる人財を育成するため、コミュニケーション、コーキャリアサポート形

チング等の所定の研修を修了した大学生によるワークショップを成事業

実施する。（総合社会教育センター）

高校生スキルアッ 200 、(11) 高校生の知識や経験の幅を広げ、社会の変化に柔軟に対応し

たくましく生きるための様々なスキルの向上を図るため、学校外ププログラム推進事

における学習への積極的な取組を促進する。業

（総合社会教育センター）

青少年の自己肯定感や主体性を高めるため、中学生・高校生・(12) 青森で生きる未来 1,161

大学生対象の講座と、小学生から大学生までの異年齢集団が相互人財育成事業

に学びあう演習（寺子屋）を実施する。

（総合社会教育センター）

地域全体で家庭教育を支援する体制を整備するため、各地域で(13) 家庭教育応援隊養 855

子育てを応援する家庭教育支援者やリーダーを育成する講座を実成講座

施する。（総合社会教育センター）



生涯学習課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

子育てに関わる人々の抱える不安や悩みを払拭するとともに、(14) 家庭教育支援動画 3,648

家庭教育の重要性についての情報の普及を図るため、動画制作普制作普及事業

及委員会が制作した動画の配信及びテレビ番組を放送する。

（総合社会教育センター）

２ 活力ある持続可能な 8,232

地域づくりに向けた人

財の育成

県民の主体的なキャリア形成を総合的に支援するため、産学官( )1 若者・女性の学び 3,876

民のネットワークを構築し、若者・女性向けのキャリアプランニ直しを通じたキャリ

ング講座の開催及び学び直しへの動機付けとなる啓発を行う。ア形成支援事業

【新規重点】

様々な立場から社会教育活動を支援していく人財を育成するた( )2 社会教育を核とす 522

め、市町村の社会教育主事等が中心となり、地域課題の解決等にる地域ネットワーク

向けて首長部局、企業・民間団体等の地域の多様な主体と連携・活用促進事業（地域

協働する事業を企画・実践する。課題の解決）

若者の社会参加を促進するため、若者団体等が企画立案する地( )3 若者の社会参加促 821

域の課題等を踏まえたモデル事業を実施するとともに、ひきこも進事業

りやニート等の課題を抱える若者の自立を支援する宿泊体験活動

を実施する。

新たな地域活動者の発掘・育成を行うとともに、仲間づくりの( )4 パワフルＡＯＭＯ 1,385

促進やネットワークの形成・強化、地域活動の活性化を図り、地ＲＩ！創造塾

域コミュニティを牽引する人財を育成する。

（総合社会教育センター）

学校と地域住民、企業・ＮＰＯ・各種団体等をつなぐ「教育支( )5 地域の今と未来を 852

援活動コーディネーター」等を育成するため、キャリア教育関係つなぐ教育支援活動

者のスキルアップをめざした研修、地域資源を活用したキャリアコーディネーター等

教育推進に向けたフォーラム等を行う。研修

（総合社会教育センター）



生涯学習課（その４）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

生涯学習・社会教育関係職員及び関係団体職員等の資質向上の( )6 生涯学習・社会教 776

ため、業務遂行に係る基礎的・実務的な研修を行うとともに、地育関係職員研修講座

域課題の把握と課題解決につながる実践的な知識・技能の習得と

人財育成を目的とした研修を行い、ネットワーク形成を図る。

（総合社会教育センター）

３ 生涯を通じた学びと 10,083

社会参加の推進

県立特別支援学校の施設・教育機能を積極的に開放し、地域住( )1 特別支援学校を活 472

民の多様な学習ニーズに対応することにより、県民の生涯学習を用した生涯学習講座

推進し、開かれた学校づくりを促進する。開設事業

障害のある青年の地域社会における自立と社会参加を支援する( )2 障害者の生涯学習 1,013

とともに、地域住民との交流の機会とする。支援事業費

県民個々人が、自己の生き方や働き方を選択しながら人生を設( )3 元気青森人を創造 923

計できるよう、いつでも、どこでも手軽に学べるインターネットするｅラーニング推

による講座「ｅラーニング」により、学習教材の配信等を行う。進事業

（総合社会教育センター）

県民の学習活動を促進するため、県民に対して各種学習情報の( )4 学習情報提供事業 7,675

提供を行う。（総合社会教育センター）

・学習情報の収集・提供事業 7,147千円

・青森県視聴覚ライブラリー運営事業 528千円

４ 社会教育推進のため 419,393

の基盤整備

生涯学習振興法の趣旨を踏まえ、本県生涯学習推進体制を整備( )1 生涯学習推進基盤 892

していくため、生涯学習推進本部等を運営する。整備事業

また、生涯学習推進に資する施策の総合的な推進に関する重要

事項について調査、審議するため、生涯学習審議会を運営する。

社会教育法第１７条に基づき、本県社会教育の振興施策につい( )2 青森県社会教育委 613

て審議及び調査研究を行い、県教育委員会に答申、建議を行う。員の運営



生涯学習課（その５）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

社会教育主事の有資格者を育成し、今後の社会教育指導体制を( )3 社会教育主事有資 524

充実させるため、指導主事や学校教員等を社会教育主事講習に派格者育成派遣事業

遣する。

県民の生涯学習の場として、また、県内の図書館のセンターと( )4 県立図書館資料整 63,402

して、県民に必要な資料を整備し、充実した図書館サービスを提備

供する。（県立図書館）

総合社会教育センターにおいて、一部業務について指定管理者( )5 総合社会教育セン 125,153

による運営・管理を行う。ター運営管理事業

・総合社会教育センター指定管理料 118,261千円

・総合社会教育センター運営費 6,892千円

施設設備の老朽化に対応するため、屋上及び外壁の改修等を行( )6 総合社会教育セン 228,809

う。（総合社会教育センター）ター施設設備改修工

事



７ スポーツ健康課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 学校体育・スポーツ 23,001

の充実

教員の指導力の向上を図るため、授業や運動部活動における指( )1 学校体育実技講習 1,034

導法の講習会を実施する。会

児童生徒が自ら進んで運動できる環境づくりを支援するため、( )2 体力向上推進事業 1,236

講習会等を実施し、発達の段階を踏まえた体力向上の実践的な指

導法の充実を図る。

高等学校及び中学校の体育・スポーツの振興を図るため、全国( )3 全国大会派遣費補 13,220

大会への選手・役員の派遣費に対し補助する。助（高等学校・中学

補助金交付先 青森県高等学校体育連盟及び青森県中学校体育校）

連盟

運動部活動の指導体制充実及び質的向上を図るため、運動部活( )4 学校における運動 7,511

動指導者を対象とした研修会を開催するとともに、中学校及び県部活動推進事業

立高等学校に部活動指導員を配置する。【新規】

２ 健康教育の充実 408,439

県立学校の保健管理の充実を図るため、学校医、学校歯科医、( )1 学校医等の配置 85,836

学校薬剤師等を配置する。

県立学校教職員及び児童生徒の健康管理の適正を期するため、( )2 定期健康診断費 91,448

定期健康診断を実施する。

県立学校教職員のメンタルヘルス対策に資するため、ストレス( )3 6,687ストレスチェック

チェックを実施する。実施経費

交通安全教育の啓発及び交通安全行動の定着化を図るため、交( )4 交通安全プロモー 115

通安全教材を配付するとともに、交通安全推進地区の指定によりション事業

地域全体での交通安全教育を推進する。

県立学校児童生徒の学校管理下における災害に対し、災害共済( )5 独立行政法人日本 162,034

給付金を給付する。スポーツ振興センタ

・共済掛金 56,822千円ー災害共済給付

・災害共済給付金 105,212千円

各学校において、防犯・交通安全教室、避難訓練、心肺蘇生法( )6 学校安全教室指導 294

実技講習等の開催を通じ、実践的な安全教育及び安全管理等の充者研修

実を図るため、教職員等を対象とした指導者研修会を開催する。



スポーツ健康課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

生涯にわたり心身ともに健康でたくましく生きることのできる( )7 健康教育関係事業 842

児童生徒を育成するため、健康・体力実態調査、表彰活動、研究

大会等を行う。

新規採用の養護教諭に対して、職務に必要な基礎知識及び技術( )8 養護教諭研修（新 9,884

を習得させるため、実践的な研修を行う。規採用研修、フォロ

採用２年目の養護教諭に対しては、これまでの保健室経営を振ーアップ（２年次）

り返り、自校の健康課題のとらえ方、解決策及び活動について、研修、中堅教諭等資

成果と新たな課題を確認する。質向上研修（前期・

また、採用５～７年目、１２～１５年目の中堅の養護教諭に対後期））

しては、指導実践力の更なる向上を図るための研修を行う。

健康教育実践研究校の指定により、本県における健康教育の在( )9 いきいき青森っ子 2,264

り方、進め方の協議及び健康課題解決のための具体的な指導内健康づくり事業

容、指導方法について研究等を行う。

児童生徒等の現代的な健康課題の解決を図るために、学校、家(10) 学校保健総合支援 550

庭、地域医療機関等と連携し、保健管理や保健指導の充実、保護事業

者への啓発活動等を通して、学校保健の充実を目指す。また、学

校における適切な性に関する教育が実践されるよう、教職員を対

象とした研修会等を実施し、実践的な取組を支援する。

東日本大震災により被災し、就学困難と認められる児童生徒の(11) 被災児童生徒就学 1,745

保護者等を対象に就学援助を行う市町村に対して補助するととも援助事業（医療費・

に、県立学校の児童生徒の保護者等を対象に就学援助を行う。学校給食費）

学校における適切な薬物乱用防止教育が実践されるよう、教職(12) 薬物乱用防止教室 271

員を対象とした研修会を開催する。事業

本県の肥満傾向児出現率の低下に向け、発達の段階に応じた学(13) 子どもの健康づく 5,011

校・家庭における運動プログラムを作成・実践するとともに、養り体制支援事業

護教諭と栄養教諭等の連携による個別健康管理プログラムを活用【継続重点】

した食育指導等を実施する。

平成２７年度からモデル校において実施しているがん教育につ(14) がん教育総合支援 610

いて、検討委員会を設置し課題整理及びがん教育の進め方につい事業【新規】

て検討する。

県立の夜間定時制高校において学ぶ勤労青少年の健康保持と就(15) 夜食費補助 355

労援助を図るため、有職少年等を対象とした夜食費の補助を行

う。



スポーツ健康課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

学校給食による食中毒を未然に防止するため、食材の定期点(16) 学校給食衛生管理 7,761

検、ねずみ・ゴキブリの定期駆除、食材保存用ビニール袋の整備事業

等を行う。

県立学校の給食設備・食器具の整備を行い、衛生管理の徹底を(17) 県立学校給食設備 4,060

図る。整備事業

特別支援学校の給食について、近隣の市町村立の学校給食施設(18) 県立学校給食委託 27,450

に委託し、学校給食を実施する。事業

東日本大震災における原子力災害により、食材への放射性物質(19) 学校給食検査食材 99

の影響が懸念されるため、県立学校における学校給食用食材の検費

査を行う。

新規採用の学校栄養職員に対して、職務に必要な基礎知識及び(20) 栄養教諭・学校栄 808

技術を習得させるため、実践的な研修を行う。養職員研修（新規採

また、採用５～７年目、１２～１５年目の中堅の栄養教諭及び用研修、中堅教諭等

学校栄養職員に対して、職務に必要な知識及び技術を習得させ、資質向上研修(前期

指導実践力の更なる向上を図るための研修を行う。・後期)）

食中毒等の防止を図るため、県立学校の給食に従事する調理従(21) 学校給食調理従事 315

事員に対し、衛生管理に関する意識と技術等の向上を図るための員衛生管理講習会

講習会を行う。【新規】

３ スポーツの振興 1,634,892

社会体育に関する会議、研修会、表彰等を行う。( )1 社会体育費 3,330

本県の体育・スポーツの振興を図るため、県内で開催される特( )2 各種体育・スポー 4,250

定の県大会及び東北・全国大会等の開催経費に対して助成する。ツ大会開催費助成

・全 国 大 会 ６大会

・東 北 大 会 １１大会

・県 内 大 会 ５大会

新総合運動公園、総合運動公園、県営スケート場、県武道館の( )3 体育施設運営管理 782,484

４施設について、指定管理者による運営・管理を行う。事業

また、平成３１年度から供用を開始する新青森県総合運動公園

陸上競技場の庁用備品を整備する。

・体育施設運営管理費（経常的経費） 517,248千円

・体育施設改修等経費 55,292千円

・長寿命化推進改修等経費 109,627千円

・新青森県総合運動公園陸上競技場備品購入費

（庁用備品関係） 100,317千円



スポーツ健康課（その４）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

国民スポーツ大会の本県開催に向け、県民のスポーツ振興や競( )4 スポーツクライミ 162,264

技力向上を図るため、県営スケート場にスポーツクライミング施ング施設整備事業

設を整備する。【新規】

平成３１年度から供用を開始する新青森県総合運動公園陸上競( )5 新青森県総合運動 179,334

技場の管理・運営を行うとともに、開場を県内外へ周知し、県民公園陸上競技場関連

のスポーツに取り組む意欲の向上、利用促進を図るための記念イ経費【新規】

ベントを開催する。

・新青森県総合運動公園陸上競技場管理運営費

174,834千円

・新青森県総合運動公園陸上競技場オープニングイベント

開催事業 4,500千円

スポーツ振興を図る(公財)青森県スポーツ協会に対して運営費( )6 青森県スポーツ協 30,528

を補助する。会補助

補助金交付先 (公財)青森県スポーツ協会

（公財）青森県スポーツ協会のスポーツ振興事業に要する人件( )7 スポーツ振興事業 18,000

費に対して補助する。職員費

補助金交付先 (公財)青森県スポーツ協会

市町村対抗形式による青森県民駅伝競走大会を青森市で開催す( )8 青森県民駅伝競走 15,296

る。大会開催費

スポーツ科学を活用した競技力向上を図るため、青森県スポー( )9 スポーツ科学セン 61,289

ツ科学センターの運営を行う。ター運営管理費

国民体育大会及び東北総合体育大会への本県選手・役員派遣費(10) 国体・東北総体派 68,009

に対して補助する。遣事業

補助金交付先 (公財)青森県スポーツ協会

本県の競技力向上を図るため、選手強化事業に対して補助す(11) 競技力向上事業 111,232

る。

補助金交付先 (公財)青森県スポーツ協会

県民の生涯を通したスポーツ活動の実践を図るため、青森県民(12) スポーツ・レクリ 7,576

スポーツ・レクリエーション祭を開催し、県民の参加意欲を喚起エーション振興事業

する。

県民がスポーツを通じた健康づくりに継続的に取り組む環境の(13) みんなが主役！ス 5,800

充実を図るため、園児と保護者向けの体操教室、学生と高齢者とポーツで健康づくり

のスポーツ・レクリエーション等を通じた交流会、小学生と保護事業【新規重点】

者向けのスポーツ意欲を高めるためのイベントを開催する。



スポーツ健康課（その５）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

スポーツやレクリエーションを通した世代間交流の場として、(14) 広域スポーツセン 5,669

地域の教育力を高めることが期待できる総合型地域スポーツクラター運営事業

ブの設立・運営の支援及び啓発を行うとともに、そのノウハウを

有した人財（クラブマネジャー）の養成講習会を行う。

第８０回国民スポーツ大会の本県開催を見据えた総合的・戦略(15) 競技力向上対策本 7,866

的な各種競技力向上対策の企画・立案を行う。部運営費

競技力向上を図るため、ジュニア選手の発掘・育成、指導者の(16) 競技力向上対策特 93,825

育成及び公認資格の取得支援、トップレベルコーチの招聘、競技別事業

団体間の情報共有の強化、医・科学スタッフによるサポートの強

化、組織マネジメント講習会の開催などの各種施策を展開する。

スポーツ科学専門員による科学的分析に基づくトレーニングの(17) スポーツ科学チー 3,483

サポートを行う。ムサポート事業

スポーツ科学チームサポート事業の実施に向け、スポーツ科学(18) スポーツ科学セン 40,807

センターの組織の充実及び機器の整備等を行う。ター環境充実事業

２０２０年１月下旬～２月上旬に八戸市、三沢市及び南部町で(19) 第７５回国民体育 33,850

開催される第７５回国民体育大会冬季大会スケート・アイスホッ大会冬季大会スケー

ケー競技会の開催に要する経費。ト・アイスホッケー

競技会開催経費

【新規】



８ 文化財保護課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 文化財の保護・保存 283,636

国及び県指定の建造物、記念物及び埋蔵文化財包蔵地をパトロ( )1 文化財の保護体制 3,147

ールし、文化財の保護を図るとともに、県指定候補文化財の現況の充実

調査を行う。

・文化財保護指導員費 2,000千円

・文化財保護推進事業費 1,147千円

カモシカ保護のため、下北半島保護地域及び北奥羽山系保護地( )2 特別天然記念物カ 5,705

域の生息状況や生息環境の総合的な調査（通常調査及び特別調モシカの保護のため

査）を実施する。の調査

開発予定地域で遺跡の所在範囲を確認し、遺跡台帳及び報告書( )3 遺跡分布・範囲確 9,265

の作成を行い、各種開発事業との調整に対応する資料を整備す認調査

る。

開発事業により消滅する周知の埋蔵文化財包蔵地を発掘調査( )4 埋蔵文化財の発掘 252,917

し、記録保存のため報告書を作成する。調査及び報告書刊行

・発掘調査（猪ノ鼻(1)遺跡ほか） 206,115千円

・報告書刊行（後平(4)遺跡ほか） 46,802千円

県内の文化財の保存・活用を図るため、国及び県指定の文化財( )5 文化財の保存・修 12,602

修理や史跡整備、発掘調査等を行う事業者に対して助成を行う。理等の支援

・無形民俗文化財等保護費補助 683千円

・文化財修理費補助 8,302千円

・記念物環境整備費補助 1,255千円

・指定文化財管理費補助 1,409千円

・埋蔵文化財緊急発掘調査費補助 953千円

２ 文化財の公開・活用 2,598

縄文遺跡群で活動する団体や地域住民による地域活性化及び文( )1 高校生縄文案内人 2,598

化財の保存・活用に携わる人財の育成を図るため、高校生による養成事業

ガイド等の体験活動を通じ文化財の新たな活用方法を検討すると【新規重点】

ともに、検討結果等を発表するフォーラムを開催する。



文化財保護課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

３ 伝統芸能・技術の継 4,521

承

北海道・東北ブロック民俗芸能大会に、県内民俗芸能団体を派( )1 北海道・東北ブロ 640

遣する。（平成３１年度は山形県で開催予定）ック民俗芸能大会

子どもたちによる民俗芸能伝承活動の成果発表会を開催し、後( )2 こども民俗芸能大 3,881

継者の育成と郷土愛の醸成を図る。また、大人の優れた民俗芸能会

を鑑賞し、日頃演じている芸能の本来の意義や正確な伝承内容を

学ぶ。（平成３１年度は青森市で開催予定）

４ 博物館等施設の機能 674,954

の充実

県立郷土館について、指定管理者による運営・管理を行う。ま( )1 郷土館運営管理事 145,995

た、考古、自然、歴史、民俗、産業の各分野に係る調査研究を実業

施するとともに、資料の収集とその保存管理を図る。（郷土館）

建築後４０年以上経過し、老朽化した施設・設備の長寿命化に( )2 郷土館長寿命化改 80,319

向けた基本設計を実施する。（郷土館）修費【新規】

三内丸山遺跡の発掘調査や特別研究、体験学習などの保存・活( )3 三内丸山遺跡整備 246,932

用事業を実施し、縄文遺跡を代表する三内丸山遺跡の情報発信を事業

行う。（三内丸山遺跡センター）

・仮整備費 1,875千円

・調査研究費 44,829千円

・普及啓発費 6,088千円

・運営諸費等 194,140千円

見学者の興味・関心を喚起するテーマに沿って、他の遺跡の重( )4 特別展開催事業 26,506

要文化財などを借用した特別展を開催する。

（三内丸山遺跡センター）

秋季特別展「発掘された日本列島展」 平成31年9月～11月

特別展名称（予定） 開催期間（予定）

春季特別展「縄文の色－縄文人が魅せ
られた魔法の石・黒曜石－」

平成31年4月～6月

夏季特別展「あおもり土偶展」 平成31年7月～9月



文化財保護課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

縄文時遊館の増築工事が完了し、受入体制が充実する時機を捉( )5 さんまる魅力まる 7,400

え、縄文遺跡群の中核である三内丸山遺跡の認知度向上を図るたごと発信事業

め、関係機関等の連携による各種イベントを実施し、県内外に魅【継続重点】

力を発信する。（三内丸山遺跡センター）

縄文時遊館増築に伴う出土遺物の移設作業等を行う。( )6 縄文時遊館増築関 18,518

（三内丸山遺跡センター）連事業

建築後２０年以上経過し、老朽化した復元建物の長寿命化改修( )7 三内丸山遺跡長寿 4,048

を行う。（三内丸山遺跡センター）命化事業

庁舎の長期保全計画に基づき、長寿命化改修等を行う。( )8 埋蔵文化財調査セ 145,236

（埋蔵文化財調査センター）ンター長寿命化改修

事業



９ 高等学校教育改革推進室

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

青森県立高等学校教育改革推進計画第１期実施計画に基づき、１ 県立高等学校教育改 10,406

計画的な学校配置等を進めるため、統合校に係る開設準備委員会革推進事業

等を開催する。


